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                              関 東 森 林 管 理 局  大 会 議 室  

 
 



○ 第 １ 日 目 （ 2 月 13 日 10:00～ ）  
 
 １  単 木 保 護 資 材 の 苗 木 の 生 育 に 与 え る 影 響 に つ い て  

（ 群 馬 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ｐ  
 
 
 ２  立 木 の 非 破 壊 強 度 測 定 に よ る 強 度 分 布 の 把 握  

（ 群 馬 県 立 農 林 大 学 校 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ｐ  
 
 
 ３  ド ロ ー ン に よ る 林 地 除 草 剤 散 布 試 験 の 取 組  

（ 茨 城 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ３ ｐ  
 
 
 ４  治 山 事 業 地 に お け る シ カ 被 害 対 策 の 実 証 試 験  

（ 日 光 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ４ ｐ  
 
 
 ５  千 葉 県 房 総 丘 陵 の ヒ メ コ マ ツ 保 護 に つ い て  

（ 千 葉 森 林 管 理 事 務 所 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ５ ｐ  
 
 
 ６  高 尾 小 下 沢 国 有 林 で 針 広 混 交 の 森 づ く り  
   ― 落 葉 広 葉 樹 の 生 長 が 森 林 性 鳥 類 に 与 え た 影 響 ―  

（ 東 京 神 奈 川 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ６ ｐ  
 
 
 ７  ド ロ ー ン の 撮 影 成 果 を 活 用 し た 森 林 調 査 の 可 能 性 に つ い て  

（ 群 馬 県  西 部 森 林 環 境 事 務 所 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ７ ｐ  
 
 
 ８  民 国 連 携 推 進 地 区 （ 秩 父 市 ） に お け る 活 動 実 績 報 告  

（ 埼 玉 森 林 管 理 事 務 所 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ８ ｐ  
 
 
 ９  無 人 航 空 機 に よ る 写 真 測 量 に つ い て  

（ 天 竜 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ９ ｐ  
 
 

 
 
１ ０  森 は 友 だ ち 「 山 と 心 に 木 を 植 え る 」  
   ～ 人 と 自 然 を 大 切 に す る 心 を 育 む 15 年 間 の 森 づ く り 報 告 ～  

（ 日 光 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ０ ｐ  
 
 
１ １  東 日 本 大 震 災 に お け る 海 岸 防 災 林 の 復 旧 状 況 （ 5）  
   ～ ク ロ マ ツ 植 栽 木 の 生 育 状 況 ～  

（ 磐 城 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ １ ｐ  
 
 
１ ２  「 森 林 環 境 教 育 」 を 充 実 す る た め の 取 組 に つ い て  

（ 高 尾 森 林 ふ れ あ い 推 進 セ ン タ ー ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ２ ｐ  
 
 
１ ３  希 少 猛 禽 類 の 生 態 系 に 配 慮 し た 林 道 工 事 に つ い て  

（ 福 島 県 会 津 農 林 事 務 所 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ３ ｐ  
 
 
１ ４  民 国 連 携 「 そ の 先 」 を 目 指 し て 。  

― シ カ 情 報 発 信 の 取 組 か ら ―  
（ 茨 城 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ４ ｐ  

 
 
１ ５  お 幕 場 海 岸 防 災 林 造 成 事 業 に つ い て  

（ 下 越 森 林 管 理 署 村 上 支 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ５ ｐ  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



○ 第 ２ 日 目 （ 2 月 14 日 8:30～ ）  
 
１ ６  下 刈 期 間 及 び 林 縁 環 境 が 木 本 類 の 進 入 過 程 に 及 ぼ す 影 響  

（ 森 林 技 術 ・ 支 援 セ ン タ ー ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ６ ｐ  
 
 
１ ７  シ カ 防 護 柵 の 破 損 リ ス ク 低 減 に 向 け た 取 組 と 課 題 に つ い て  

（ 国 立 研 究 開 発 法 人  森 林 研 究 ・ 整 備 機 構  
森 林 整 備 セ ン タ ー  関 東 整 備 局 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ７ ｐ  

 
 
１ ８  FSC 森 林 認 証 追 加 取 得 に よ る 浜 松 市 林 業 成 長 産 業 化  

地 域 構 想 へ の 支 援  
（ 天 竜 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ８ ｐ  

 
 
１ ９  ニ ホ ン ジ カ 防 除 柵 （ 斜 張 柵 、 縦 張 柵 、 金 網 柵 ） の 比 較 検 討  

（ 群 馬 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ １ ９ ｐ  
 
 
２ ０  国 と 市 町 村 の 新 し い 関 わ り 方  
   ～ 掛 川 市 に お け る 森 林 経 営 管 理 制 度 の 検 討 を 通 じ て ～  

（ 天 竜 森 林 管 理 署 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ０ ｐ  
 
 
２ １  新 た な 獣 害 防 除 資 材 「 単 木 柵 」 の 開 発  

（ 群 馬 県 林 業 試 験 場 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ １ ｐ  
 
 
２ ２  成 熟 し た 人 工 林 の 伐 採 に よ る イ ヌ ワ シ の 狩 り 場 の 創 出 実 験  

（ 赤 谷 森 林 ふ れ あ い 推 進 セ ン タ ー ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ２ ｐ  
 
 
２ ３  早 生 樹 の 利 活 用 を 考 え る  

（ 富 士 森 林 組 合 ・ 掛 川 市 森 林 組 合 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ３ ｐ  
 
 
２ ４  ド ロ ー ン は 立 木 調 査 を 省 力 化 で き る の か ？  
   ～ 樹 種 判 別 と 材 積 推 定 ～  

（ 静 岡 県 立 農 林 大 学 校 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ２ ４ ｐ  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※ 発 表 者 名 及 び 発 表 時 間 に つ き ま し て は 、 別 途 プ ロ グ ラ ム を ご 参 照    
く だ さ い 。  
   



 発表番号 １ 

 単木保護資材の苗木の生育に与える影響について 

 

                       群馬森林管理署  森林技術指導官 高橋 和康  
森林整備官 小澤 一輝 

 

１ 課題を取り上げた背景 

  我が国の林業は、植栽から伐採までの投資に見合った収入を得ることが困難

な状況にあります。特に獣害対策を必要とする地域では、その対策を加えると

さらに造林コストが上がってしまいます。これに対処するため、当署では、単

木保護資材の使用によって獣害防除と併せて保育コストの低減を図ることを目

的とした調査を平成28年から群馬県下仁田町の国有林にて開始しました。しか

し翌年、7つあった試験区のうちシェルター型の単木保護資材（Sⅰ）を導入し

た 3 つの試験区で、獣害以外の何らかの要因によりスギ苗木の大量枯死が発生

し、当初の調査を継続することが困難になりました。今後、単木保護資材の使

用を進めるためには、この大量枯死の経年変化を観察し、他の単木保護資材で

も同様の現象が起きるのか検証する必要があると考え、本取組を開始しました。 

 

２ 取組の概要 

Sⅰを導入した 3 つの試験区の内、植栽後 1 年で約 7 割が枯死した試験区①

については、平成30年に改植を行いました。併せて、複数の異なる単木保護資

材（シェルター型Sⅰ、Sⅱ、ネット型Nⅰ～Nⅳ、頂端保護クリップKⅰ）によ

る保護を実施し、各資材について苗木の生死、獣害状況及び形状に与える影響

を令和元年7月に調査しました。得られたデータから自然枯死率、獣害発生率、

及び苗木屈曲率を算出し、Sⅰと他の資材について比較しました。また、試験区

②と③については、①より枯死状況が軽微であったため改植を行わず、経過観

察を目的とした枯死状況調査を同年7月に実施しました。 

 

３ 取組の結果 

  試験区①の調査から、Nⅰ、

Nⅱ、Nⅲの自然枯死率はSⅰよ

り低いことが分かりました。こ

れは、ネット型の方がシェルタ

ー型より通気性が高いことか

ら、資材内部の温度変化が小さ

く、気象害が発生しづらかった

ためだと考えられます。 

獣害の発生率については、N

ⅱと Kⅰが Sⅰより高くなりま

した。これは、シェルター型に

対してクリップ型の防除効果は低く、ネット型もネット上から動物が採食しよ

うとすることで被害を受けるリスクがあることを示しました。 

苗木の屈曲率（先端部が 45 度以上屈曲している個体の割合）については、N

ⅲと Kⅰが Sⅰより高くなりました。これは、Nⅲについては網目が比較的大き

く、苗木の枝葉が絡まったため、Kⅰについてはクリップの重みによる下垂や、

動物の採食行動による折損が生じたためだと考えられます。 

また、試験区②と③では、植栽後3年で52%及び70%の苗木が枯死しました。 

 

４ まとめ 
Sⅰによる防除を行った苗木は、植栽後 1 年で約 3 割、2～3 年で過半数が枯

死し、本試験地のような環境下では成林する可能性が非常に低いことが明らか

になりました。本試験地においてはNⅰのように、ネット型で、獣害防除効果が

高く、網目が細かい単木保護資材を用いるのが良いと考えられます。他地域に

おける同様の検証を進めながら、本取組で明らかにできなかった一部のネット

型単木保護資材で獣害が発生した理由を追究することで、これらの成果が、よ

り有用性の高い単木保護資材を開発する際の一助になることを期待します。 

表．Sⅰと各資材の比較結果
自然

枯死率
獣害

発生率
苗木

屈曲率
Sⅰ 27.5% － 0.0%   － 11.6% －
Sⅱ 25.4% △ 0.0%   △ 9.1%   △

Nⅰ 12.2% 〇 0.0%   △ 15.0% △
Nⅱ 10.5% 〇 23.3% × 5.5%   △

Nⅲ 6.5%   〇 6.4%   △ 22.1% ×
Nⅳ 20.0% △ 5.7%   △ 5.7%   △

Kⅰ 11.1% △ 80.5% × 33.3% ×
〇：良好、△：差無し、×：不良
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発表番号 ２ 
 立木の非破壊強度測定による強度分布の把握 
 

              群馬県立農林大学校 森林コース 照島 和幸 
 

１ 課題を取り上げた背景 
「林業県ぐんま県産木材利用促進条例」が施行

され、県の整備する建築物は原則木造とすること

が義務づけられています。公共施設等は広い空間

を必要とするため、その施設の大きさに見合った

木材の強度が求められます。これまで木材の強度

を把握するには製品直前の状態で測定していたた

め、必要とされる性能基準に届かない材が多く出

てきました。そこで、木材を加工する前の立木の

段階で仕分けすることが出来ないか考えました。 

今回、立木を非破壊で強度測定し、どのくら

いの強度出現率が現れるのか調査することとし

ました。 
２ 具体的な取組 

大桁県有林で林齢 50～60 年生のスギ 10 小班から、1 小班あたり 15 本選木

しました。胸高直径を測定した後、1FAKOPP で応力波伝播速度を測定し、ヤン

グ係数を推定しました。その後、2ピロディンで打ち込み深さを測定し、応力

波伝播速度から求めたヤング係数と打ち込み深さの相関を調査しました。本

発表では、試験によって明らかになったスギ立木の強度分布について報告し

ます。 

３ 取組の結果 
                                                        
1 木材の中を応力が伝達する時間を計って木材の強度を測定する装置 
2 ピンの貫入深さから樹木の腐朽の度合いを測定する装置 

（１）応力波伝播速度から求めたヤング係数と胸高直径の関係について、弱

い負の相関が認められました。これは、近い林齢では、成長が旺盛なほど胸

高直径が大きく、早材の割合が増え、早材は晩材よりも強度が弱いためヤン

グ係数が低下したと考えられます。 
（２）応力波伝播速度から求めたヤング係数とピロディンの打ち込み深さの

間には、弱い負の相関が見られました。このことから、ヤング係数が高いほ

ど打ち込み深さが浅い傾向にあることが分かりました。 
（３）強度出現率では、各小班によって最大値と最小値の差にばらつきが出

ました。また、各小班のヤング係数の平均にも差異が認められました。 

４ まとめ 
今回、FAKOPP とピロディンによる立木状態での強度測定を行い、以下のこ

とが明らかとなりました。 
林齢が近い場合、胸高直径が小さい方

が、ヤング係数が高い傾向が認められまし

た。応力波伝播速度と打ち込み深さの関係

において、ヤング係数が高いほど打ち込み

深さが浅かったことから、FAKOPPでも材質

が強い材を選抜することが可能になると期

待できます。 
また、強度出現率は小班によって違いが

現れました。このことから、強度が求められ

る場合において、立木での強度区分が実用化できれば、必要な時に必要な量

伐出することが可能になると期待できます。また、製材前に強度が分かれば、

注文生産が容易になることが期待できます。今後、立木の測定での強度区分

を実現していくために、測定方法などの確立や立木と製材の強度の相関など

を調査する必要があります。 

 写真１ 非破壊強度測定 

図１ 小班ごとのヤング係数の 

最大値と最小値及び平均値 
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 発表番号 ３ 

 ドローンによる林地除草剤散布試験の取組 

 

                          茨城森林管理署 森林整備官 平尾 翔太 

 

１ 課題を取り上げた背景 

  主伐・再造林面積の拡大が見込まれる中、造林事業、特に下刈作業の担い手

の逼迫が強く懸念されるところであり、これらの作業を減らしていく、あるい

は労働強度の軽いものに替えていくことが喫緊の課題となっています。 

近年、国有林では、造林事業の省力化・効率化を図るため、林地の状況をみ

ながら可能な場合には下刈を省略しその回数を減らす取組を行っていますが、

その結果としてクズなどのつる類の繁茂を招いてしまう場合があります。 

現在、人力によるつる切りと林地除草剤の地上散布を行っていますが、繁茂

による作業効率の低下が課題であり、より効率的かつ効果的な作業方法の検討

が必要となっています。このため、つる切代替作業としての除草剤散布を、人

力とドローンにより実施し、ドローンによる薬剤散布の作業工程の確認及び人

力とドローンによる功程やコスト等の比較検討試験を行いました。これにより

、本事業の本格的な実用化（スマート林業の実現）に向けて、ドローンを活用

した薬剤散布事業のノウハウを構築、

薬剤散布のメリット、デメリットなど

実用化に向けた課題等を分析・整理し

ました。 

２ 具体的な取組 

  茨城署管内、日立市内の国有林にお

いて、計 1.21ha の 6 年生のスギ、ヒ

ノキ造林地を 5 つのプロットに区分

し、ドローンを使った空中散布（プロ

ット 1、2）と人力作業による地上散布（プロット 3、4）の散布に要した作業時

間、コスト等について比較しました。除草剤は、ドローンからの空中散布許可

が下りているザイトロンフレノック微粒剤を使用しました。また事業実施に先

立って地元へ説明し了解をとり、水質検査を 3回に分けて実施しました。 

３ 取組の結果 

   薬剤の効果については、人力散布、

空中散布ともにかなり高い効果が得ら

れ、空中散布のほうが、撒きむらが少

なく対象箇所全体的にまんべんなく効

果が確認されました。 

散布に要した時間は、ドローン使用

の 12、15分に対し、人力では 31、40分

と倍以上の差がありました。1 人 1 時

間当たりの作業量を試算するとプロッ

ト 1（ドローン）の 0.25haに対し、プ

ロット 3（人力）は、0.10ha とドローンが約 2.5 倍となりました（注：人力散

布については散布道の刈払い人工を含めていません）。対照的にコスト比較に

ついては、ドローン機体の高価格や面積の制約等によりドローンが約 5.8 倍経

費がかかるという試算でした。今後はより効果的な散布が可能なまとまりのあ

る面積で試験を行うなどの工夫が必要だと考えます。 

４ まとめ 

   作業効率面では、ドローンを使うメリットがはっきりと確認されましたが、

コスト面については、今後の林業用の安価で高性能なドローンの開発等も含め

て課題が見えてきました。ドローンを使うメリットは、作業効率面のみならず、

急峻地でも安全に作業できるといった安全性の面など様々ありますので、今後

の造林事業にとっては、選択肢の 1 つとして重要なものとなってくると考えま

す。試験的なデータもほとんどない状況ですので、今後は下刈作業も視野に入

れながら更なるデータの収集・分析に努めていきたいと考えています。 図 1 プロット位置図 

表 1 プロット別作業時間比較表 
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発表番号 ４ 

治山事業地におけるシカ被害対策の実証試験 

                  

日光森林管理署 主事 宮岡 和麻  

                  主任治山技術官 丸山 寿隆  

１ 課題を取り上げた背景 

治山事業では荒廃地を周辺と同等の植生に復旧することを目的として山腹

緑化工を施工しています。日光署管内において山腹緑化工で多く使用されてい

るのは植生マットです。これは斜面全体を種子や肥料等を付けたマットで覆う

ことにより、①降雨による表面浸食防止、②凍上等による表土の崩落防止、③

保温・保水効果による種子の発芽促進、といった効果を期待し施工するもので、

施工後数ヶ月で緑化が可能です。 

しかし、施工した箇所は近年増え続

けているシカの格好のえさ場となっ

てしまい、食害や踏み荒らしの被害に

より植物の生育不順や再崩壊が顕著

となってきています。そこで植生マッ

トにおける効果的なシカ被害対策の

方法を検討することを目的とし、民間

企業 6 社の協力を得て植生マットの

実証試験を行ったので、生育状況やコ

スト面等の比較検討及び今後の課題

を報告します。 

２ 実証試験の概要 

 試験地は現在治山工事を行っている栃木県内の国有林で、シカが多く生息し

食害等による被害がみられている箇所としました。そこに、1社につき約 30m2

の試験区を設定し、提供してもらったシカ被害対策マットと比較のためのシカ

被害対策を施していないマットを今年の 7月に設置しました。 

6 区画(A～F)でそれぞれ実施して

いる試験ですが、シカ被害対策の特

徴から大きく 3 つの方法にまとめる

ことが出来ます。 

① 金網等の併設により食害の防止 

 植生マットで用いられている種子

の多くはイネ科植物で、この植物は

根元付近に成長点を持っています。

そこため、金網等でこの成長点を保

護することにより植物自体の枯死を防ぐ方法です。A区画、E区画、F区画で実

施しています。 

② 不嗜好性植物種子を配合することによる食害の防止 

シカはほとんどの植物を食べます。しかし好んで食べない種類(不嗜好植物)

もあり、これらの種子を配合したマットを使用することにより間接的に食害を

防ぐ方法です。B区画、D区画で実施しています。 

③ 種子付けていないマットを使用し植物の自然侵入を待つ 

 周辺に残っている植物はシカ被害に耐性を持っているという考えのもと、種

子を付けていないマットを使用し周辺からの実生による植物の侵入を待つ方

法です。C区画で実施しています。 

 調査は月 1回の頻度で主に目視により行い、①食害による被害、②踏み荒ら

しによる被害、③施工コスト、の 3つ調査項目を設定し進めてきました。 

 

３ 経過とまとめ 

 金網等を併設した区画では、食害は受けながらも植物は良好な生育を示して

おり踏み荒らしの被害も受けていません。不嗜好性植物種子を使用した区画と

種子を付けていないマットを設置した区画では、現在のところ明確な効果は確

認されていません。今後は、今回見えてきた新たな視点も取り入れながら引き

続き調査をしていきます。 

写真 2 試験地の概観 

A 区画 
B 区画 

C 区画 
D 区画 

E 区画 F 区画 

写真 1 食害と踏み荒らし受けた植

生マット 
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 発表番号 ５ 

 千葉県房総丘陵のヒメコマツ保護について 
千葉森林管理事務所 総括森林整備官 梶井 昌克 

          森林育成担当 所 和美 
 

１ 課題を取り上げた背景 

ヒメコマツ（山地性の針葉樹）の分布

域は、本州の東北南部以南の太平洋側、四

国及び九州の主に温帯域に分布。関東周辺

の個体群は隔離された孤立個体群であり、

中でも房総丘陵の個体群は孤立度合いが強

く、こうした分離分布は、約１万年前まで

の最終氷河期に今より広く分布していたも

のが局所的に残った遺存分布とされています。 

房総丘陵のヒメコマツの分布域は、比較的標高が低く、気候的にも暖温帯に

属するという特異な分布となっていることから、その個体群は房総丘陵の植物

相や植生の成り立ちを考える上で重要な存在にあります。 

しかしながら、近年、その個体群は、松くい虫による松枯れ等により急速に

縮小していることから千葉県レッドリストA（最重要保護植物）に指定されてい

ます。 
２ 具体的な取組 

このことから、国有林において元清澄山

等のヒメコマツ個体群を保護するため、松

くい虫の被害対策として薬剤を幹に注入し

て松枯れ予防を図る作業（以下「樹幹注入」

という。）を実施するとともに、併せて個

体ごとの生育状況を調査・記録しました。ま

た、平成 30 年 9 月 30 日に襲来した台風 24 号による塩害が房総丘陵でも広域

で見られることから、周辺樹木の枝葉の褐変状況等も合わせて調査・記録しま

した。 

なお、樹幹注入に当たっては、効果的な防除と併せて薬害を防ぐことが重要

なこととなるため、千葉県ヒメコマツ保全協議会の専門家（千葉県立中央博物

館 主任上席研究員 尾崎煙雄氏）から個体の生育情報及び実施に当たっての

ヒヤリングを実施しました。 

３ 取組の結果 

（１）樹幹注入実施個体の整理 

樹幹注入を実施した個体及び枯損等により実施を見送った個体は、記載・整

理。その位置を GPS 等により測位し、位置データを保存の上、国有林 GIS によ

り基本図（5千分の 1）に挿入し、報告書を作成しました。 

（２）生育状況調査 

生育状況調査は、樹幹注入作業を実施しながら生育状況を個体ごとにデジタ

ル写真で撮影のうえ、記録しました。 

（３）実施後の成果 

  これまで国有林では、ヒメコマツ保護に係る実施記録が曖昧であったことか

ら、今回の取組により個体の生育状況を把握し、樹幹注入による効果的な松枯

れ予防の作業が実施できたことは成果です。また、過年、襲来した台風 24号に

よる塩害については、周辺樹木の枝葉の褐変状況等も合わせて調査しましたが、

明確な原因の判別まで至りませんでした。 

４ まとめ 

生育状況調査において、松くい虫の被害により枯損木となった個体、樹勢が

衰えている個体及び松ヤニが出ている個体など、依然として個体の減少傾向が

続いていることから、今後も定期的にモニタリングを実施し、薬効が切れる前

（2023年）に再度薬剤注入等によるヒメコマツの保護事業の継続が必要です。

また、樹幹注入の実施により個体の生育状況と合わせて、個体への薬害の有無

や薬剤の残留濃度を計測するなど、定期的に薬品メーカー等による専門的なモ

ニタリングの取り組みを進めていくこととします。 
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 発表番号 ６ 

 高尾小下沢国有林で針広混交の森づくり 

－落葉広葉樹の生長が森林性鳥類に与えた影響－ 

 

            東京神奈川森林管理署 森林整備官 藤井 幸 

             日本山岳会高尾の森づくりの会 白井 聰一 

１ 取り組みの背景 

 高尾の森づくりの会では高尾小下沢国有林で 2001 年よりスギ・ヒノキ林の

ギャップ地に落葉広葉樹の植樹を行い、針広混交の森づくりを目指してきまし

た。数年後には広葉樹の樹林化が始まり、そこに生息する森林性鳥類に何らか

の影響を及ぼすと考えられるようになってきたため、調査し、検証しました。 

２ 具体的な取り組み 

同国有林の 221 林班では雪害によるギャップ地が多数ありました。ここで当

初より植樹活動に取り組んだため最も早く生長が進むと考えられ、ここを鳥類

の調査地に選びました。また、早期に落葉広葉樹の生育調査に取り組み、生長

促進・阻害要因調査、適地適木調査、うっ閉（樹林化）調査などを行い、苗木

の生育状況を継続的に把握しました。 

鳥類調査方法にはラインセンサス方式と録音方式がありますが、後者により

行いました。調査対象は高尾山在来の留鳥 10 種とし、2006～2015 年の繁殖期

（4 月中旬～5 月上旬）に録音定点を定め調査を行いました。調査時間は日の

出前 30分から日没後 30 分でその間の鳴き声を録音しました。この方式では個

体数は把握できないため、出現率データを用いました。15 分を 1 ユニットと

し、この間に 1回以上鳴き声が聞こえた場合このユニットは出現ありとしまし

た。1日の総ユニット数に対する出現ユニット数の比率をその種のその年の出

現率として分析に用いました。 

３ 結果 

221 林班では 2012 年に一斉に樹林化が進みました。留鳥 10 種の出現率につ

いて 2012 年前後の傾向を見たところ、この期を境に増加しているもの 3 種、

減少しているもの 1種、増減の傾向が特定できないものが 6種いることがわか

りました（下図）。 

 

 

図．増減の認められた鳥種の出現率（単位：％） 

2012 年の急速な樹林化の傾向を鑑み、2013～2015 年に 100%スギ・ヒノキ林

（212 林班内）での出現率をも調べ、比較しました。その結果、両林班での出

現種 18 種のうち 3 年間続けて針広混交林の方で出現率の高かったのは 9 種、

針葉樹林の方で高かったのは 2種であることがわかりました。 

４ 考察 

ギャップ地には小パッチが沢山ありましたが、鳥類にとっては小パッチでも

過小評価すべきでないという論文があります。しかし、小パッチでは林縁の樹

木の生長の方が早く苗木の生長が阻害されやすいので、苗木の育成の面からは

パッチは大きい方が望ましいと考えます。 

本報告は 221 林班でスギ・ヒノキ林の比率が当初 75%であったところを、

2014 年に 58%に減らした結果、鳥類にどのような影響を与えたかの報告であり

ます。スギ・ヒノキ林比率がもっと高いところで広葉樹林化を進めれば、与え

る影響は一層大きいかもしれないと考えます。                       
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 発表番号 ７ 
 ドローンの撮影成果を活用した森林調査の可能性について 

 

                        群馬県西部森林環境事務所 森林係長 星野 勝 
 

１ 課題を取り上げた背景 

ドローンは無人で飛行できる航空機の通称です。機体内に GPSを搭載してい

るため自律飛行が可能で、搭載しているカメラによって上空からの静止画、動

画を撮影することができます。現在、県では森林保全課が 4台のドローンを導

入し、災害時の現況調査等に活用しています。ドローンは従来のセスナ等によ

る空中写真撮影と比べ低空で飛行できるた

め、撮影写真はとても鮮明であり、樹冠の

状況等の把握ができます。これらの写真を

森林調査に活用できれば、今後の森林調査

の省力化や精度向上に大きく期待できると

考えられます。このため、今回「ドローン

の撮影成果を活用した森林調査の可能性」

について検証を行いました。 

 

２ 具体的な取組 

【検証Ⅰ「ドローンで撮影した 1 枚 1 枚の

写真から標準地調査が可能か」】 

 通常、地上調査で現地に設定する 20m×

20m の標準地調査に代わり、ドローンの撮

影写真に 20m×20m相当の標準地を設定

し、立木の本数を数えることが可能か検証

を行いました。 

【検証Ⅱ「ドローンの撮影成果をオルソ化し、森林調査が可能か」】 

 ドローンによる鮮明な写真をオルソ化し、森

林調査に活用が可能か検証を行いました。オル

ソ化とは、カメラレンズの歪みを補正し正射投

影させることで、すべて真上から見た画像とし

て表現する方法です。 

                               

３ 取組の結果 

平成 29年度（補正）奥地保安林保全緊急対策事業にて本数調整伐（スギ、

1.64ha、間伐後の残存本数1,435本）を実施した林分をドローンで撮影（撮影

高度 130m、撮影枚数 102枚）し、その中から 10枚を抽出し標準地の設定を行

いました。当事務所普及員4名が目視により、標準地内の樹頂点の数を判読

し、その平均値を判読結果として採用しました。 

判読結果は 35 本／400m2（875 本／ha）で 1.64ha あたり 1,435 本、誤差率 0

％となりました。 

  ドローンの撮影写真のオルソ化処理には一

定の時間が必要でしたが、外部の業者に依頼

することなく、自ら精度の高いオルソ画像を

作成することができました。作成したオルソ

画像は鮮明であり、樹冠形状や樹頂点だけで

なく植栽木等の小さな対象物も判読すること

ができ、補助事業の確認時の補足資料として

活用することができました。 

４ まとめ 

ドローンの撮影成果は、森林調査において非常に有効です。特に現況調査や

本数調査については高い精度が期待できることが分かりました。 

今後、集約化を計画する団地や林分での本数調査や現況調査、補助事業の検

査の精度向上など、様々な森林調査に応用が可能なので積極的に活用するべき

だと考えます。 

ドローンで撮影した写真 

PhotoScanで作成したｵﾙｿ画像 
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 発表番号 ８ 
 民国連携推進地区（秩父市）における活動実績報告 

 

埼玉森林管理事務所 主事 濱砂 俊介 
秩父市 環境部森づくり課 主任 阿部 圭佑 

 

１ 課題を取り上げた背景 

 関東森林管理局では、都県の森林総合監理士等と連携した市町村の技術的支

援等を重点的に実施するため、森林計画を樹立する計画区内の市町村の中から

「民国連携推進地区」を設定し、各県の森林総合監理士等と連携し、地域課題

の解決に向けた取組や市町村森林整備計画の作成・実行監理への支援等の取組

を、平成 28年度より実施することとなりました。 

 これを受け、埼玉森林管理事務所では、平成 29年度に秩父市を「民国連携推

進地区」に設定し、市森林整備計画の作成支援等を重点的に実施することとし

ました。 

 

２ 具体的な取組 

 秩父市には 3,000ha を超える市有林がありますが、最大の特徴は栃本市有林

に 100 年生をはじめとする人工林が 60ha まとまって存在することです。この

市有林を寺社仏閣等の修復用資材として供給することを目的に「200 年の森づ

くり」の基本方針を策定し、市森林整備計画に盛り込むこととなりました。 

このため、「民国連携推進地区」での会議を開催し、県の総合監理士等と連

携を取り整備計画の作成や基本方針の策定、課題解決への協議や支援等を次の

とおり行いました。 

① 他局で取り組んでいる寺社仏閣等の修復用資材の供給・備蓄の取組及び檜

皮採取の対象林の設定などに係る情報提供 

② 200 年生まで残す木の選木技術指導 

③ 大径木生産地や超長伐期施業地の視察の実施 

３ 取組の結果 

 今回の支援により、平成 30 年樹立の秩父市森林整備計画内に『栃本市有林

「200年生の森づくり」基本方針』が策定され、超長伐期施業に関する基本方針

が確立しました。 

 

４ まとめ （今後の方向性） 

秩父市森林整備計画に「200 年生の森づくり」の方針が盛り込まれ、現在では

市森林整備計画の達成に向けた実行監理の支援を行う段階です。 

最終的な目標は 

① 定性間伐による将来木施業を実施することで、現在の 100 年生の人工林を

200 年生の森林に育てる。 

② 寺社仏閣等の修復用資材として活用する。 

③ 檜皮葺等の原料地として活用する。 

④ 秩父市のシンボルとして、市民に開かれた森林を目指す。 

となっているので、今後とも秩父市森林整備計画の目標達成に向けた実行監理

を秩父市、埼玉森林管理事務所及び県の森林総合監理士等と連携して行ってい

くこととしています。 

 
 
 

（民国連携推進地区会議の様子） （選木技術指導の様子） 

Administrator
タイプライターテキスト
８



 発表番号 ９ 

 無人航空機による写真測量について 

 

                           天竜森林管理署 主事 渡邊 雅弘 

 

１ 課題を取り上げた背景 

 近年、局地的な豪雨等が引き起こす自然災害が多発しており、その被害規模

も甚大なものとなっています。 
 これらの災害が発生した場合には速やかな情報収集と状況確認が必要とな

り、現地では、写真撮影や位置確認、計測等が必要となります。 
しかし、災害調査では急傾斜や荒廃地が

多く、滑落や転落の二次災害を伴う等危険

な作業となります。 
そのため、災害箇所を出来るだけ正確に

広範囲に安全かつ速やかに把握する方法と

して無人航空機を活用し、誰でも入手可能

なフリーソフトを利用した写真測量の業務

利用の可能性を検討しました。                                                  
 

２ 具体的な取組 

 今回は、コストがかからず、一般的なツールとして、無人航空機は各署に配

備されている「Phantom4」を使用し、解析ソフトは特殊な作業環境を必要とし

ない署のパソコンで動作するフリーソフトの「lenaraf220b」と「Photog-CAD」

を使用しました。 

「lenaraf220b」は Excel ソフト上で面積計測をするソフトです。「Photog-

CAD」は「lenaraf220b」同様、面積計測を行えることと、勾配、横断等を算出

できるソフトです。 

測量の検証を行った箇所は、実測を行った崩壊地と治山工事箇所の構造物等

の面積、延長で行いました。 

写真測量により得られた結果を実測した数値と比較し、計測が可能かどうか

を検証しました。 

 

３ 取組の結果 

「lenaraf220b」で面積を比較した結果は、実測が 0.14ha、ソフトが 0.16haと

なり、誤差が 0.02haでした。 

「Photog-CAD」で面積を比較した結果は、実測が 115.76m2、ソフトが 113.75m2

となり、誤差が 2.01m2でした。また、構造物の延長の比較も行い、水路工で実

測が 14.30m、ソフトが 13.33m となり、誤差が 0.97mでした。 

 面積と延長どちらも誤差は発生するものの、写真上でも計測が可能なことが

わかりました。 

 

４ まとめ 

  今回の検証により無人航空機とフリーソフ

トを活用して写真測量が出来ること、危険な箇

所での作業を出来るだけ回避出来る可能性が

あることがわかりました。  

しかし、撮影方法や環境、規模等により、誤

差が大きくなる場合があったため、ソフト特性

等を把握し、活用できるようにする必要があり

ます。 

そこで現在、マニュアルの作成の検討をしているところです。 

危険な箇所での二次災害をなくすため、災害時の早期の状況把握のためにも

無人航空機を活用した調査は必要と考えます。 

 
 
 

図－1 災害状況 

図－2 マニュアル 
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発表番号 １０ 

森は友だち「山と心に木を植える」 

～人と自然を大切にする心を育む 15年間の森づくり報告～ 

 

日光森林管理署 神子内森林事務所 森林官補 新屋 将希 

      ＮＰＯ法人森びとプロジェクト委員会 理事 大野 昭彦 

 

１ 課題を取り上げた背景 

地球温暖化を何とか防げないかと足尾銅山周辺荒廃

地に森づくりを始めました。同じ過ちを繰り返さないよ

うにと、森づくりを通じて自然環境と人間の生命を大切

にする心を育んできました。温暖化防止は地球上の全て

の人々の取り組むテーマ、この活動を日本社会から世界

へ広げたい。そんな願いと目的をもって 2005 年から荒

廃地に木を植えてきました。 

そこから見えてきたことは、人間のくらしは“森に寄

り添いながら営まれている”ということです。この視点

を社会へ、世界へひろげていきたいと思います。 

 
２ 具体的な取組 

素人の森づくりなので日光森林管理署のア

ドバイスをいただき、以前に栃木県が植林し

た傾斜 30 度もある草地に、ミズナラ、コナ

ラ，トチノキ、クヌギ、ヤマザクラなど 16種

類を植えた「臼沢の森」をつくりました。植

樹後は最低 3 年間の草刈り、獣害防止柵の補

強で育樹をしてきました。 

「松木の杜」は、草地に 1m四方の穴を掘り、

黒土、腐葉土、炭を混ぜて、最低 3本の木を植えました。23 種類を植えました

が、クヌギ、コナラ、クリ、ナツツバキ、シラカンバは生長しているものの、

その他の種は生長が鈍く、枯れた木もありました。 

2011 年からは「新松木」、2014 年からは「民集の杜」の植樹を開始しました。

この 2か所の杜は、植樹地全体を重機で開墾し、黒土、腐葉土、炭、バーク堆

肥などをその土地の土に混ぜ、22 種類の苗木を植えました。植えた木々はどの

樹種もすべて生長し、3年位で「松木の杜」に植えた木々の樹高を超えました。 

植樹面積は、47,554 ㎡、15 年間に 10,887 人が植樹に参加し、71,509 本の

苗木を植えました。この地も 3年間の下草刈り、獣害対策を自然の動きに合わ

せるように育樹してきました。 

３ 取組の結果 

令和元年の台風 15 号、19号の豪雨は、足尾にも被害をもたらしました。沢

では土砂が崩れ落ち、草地の溝には土砂が大量に流されました。植樹してきた

森（杜）内を見ると、土砂が流れた跡はありませんでした。 

「臼沢の森」内は、幹径 20cm 程の木が落岩をくい止め、地表には苔が広が

っています。また、ミズナラ、コナラの実生が生えて、主役の出番を待ってい

ます。夏の森内は涼しく、気持ちが落ち着く環境になっています。鳥や昆虫、

動物たちの姿も増え、生態系が豊かになっています。さらには、生きものたち

運んできた種、風などで運ばれた種が芽生え、森の新しい仲間が増えています。 

７万本以上の若木は、約 3,100 人が 1年間に排出する二酸化炭素を吸収して

います。そして、約 3,300 人分の酸素を生産しています（森林総研資料を基に

算出）。 

４ まとめ 

草地を放置していると 50 年以上も草地でしかありません。森づくりの命は

土壌改良、草との競争に負けない環境づくりをしなければならないことが分か

りました。人間が自然に働きかけることの大切さを学びました。やがてそれは、

人間の命を育む社会の基盤になることが明確となりました。 
「孤高のブナ」 

2005年臼沢の写真 
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発表番号 １１ 

東日本大震災における海岸防災林の復旧状況（5） 

～クロマツ植栽木の生育状況～ 

 

磐城森林管理署 治山技術官 長野 祐介  

主事 武藤 暢光  

 

１ 課題を取り上げた背景 

 大洲国有林は、県内有数の景勝地である松川浦と 

太平洋を隔てる砂州上に位置し（図-1）、クロマツを

主体とする海岸林が広がっていましたが、東日本大震

災に伴い発生した大津波により壊滅的被害を受けま

した。流失したクロマツの多くは、当地の地下水位が

高いことで根張りが浅くなっており、津波に対する抵

抗力が弱まったものと考えられました。そのため復旧

計画では、クロマツの生育基盤となる盛土工を施工

し、地下深くまで根の張った津波に強い海岸防災林を

造成することとしました。 

盛土上に植栽されたクロマツの多くは順調に生長

し、枯死個体もほとんど見られません。一方で、同じ

年度に植栽された区画内においても生長にばらつき

が見られたことから（写真-1）、樹高の分布調査等に

よりその要因について検討を行いました。 

２ 具体的な取組 

 防災林復旧の工事は、平成 25 年度から防災林の生育基盤となる盛土工を実

施し、平成 26年度からは盛土が完了した箇所から植栽工を実施しています。植

栽樹種はマツクイムシ抵抗性のクロマツコンテナ苗を基本とし、海岸付近の厳

しい気候環境に耐えうるように防風柵工、静砂垣工などを併せて施工していま

す（写真－2）。また、盛土上に滞水が発生し、一部区域で植栽木の枯死が発生

したことから滞水対策として排水工（浸透工）を施工しています。 

 今回は、植栽年度ごとに植栽木の樹高や根元径等を測定し、これら工種及び

それぞれの配置等が植栽木の生長へどのような影響を及ぼしているかについて

考察を行いました。 

 

３ 取組の結果 

  平成 26年度に植栽された個体については防風柵（H=2.0m）を超える高さにま

で生長した個体も見られます。また、防風柵や静砂垣に沿った個体は生長が良

いなどのいくつかの傾向が見られました。 

 

４ まとめ 

  震災から約 9年が経過し、防災林造成の工事も終盤にさしかかる中で、今後

は防災林を健全に生長させていくための保育管理も必要となります。今回の結

果も踏まえ、現地の状況を注視しながら事業を進めていきたいと考えています。 

図-1 大洲国有林 

写真-2 クロマツコンテナ苗（左）、防風柵工（中）、静砂垣工（右） 

写真-1 生長にばらつきが見られる平成 26年度の植栽区画 
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発表番号 １２ 

「森林環境教育」を充実するための取組について 

 

高尾森林ふれあい推進センター 専門官 磯田 伸男 

 

１ 課題を取り上げた背景 

  林野庁では、「森林環境教育」を充実するために、平成 28 年 5 月、「森林・

林業基本計画」により、「青少年等が森林・林業について体験・学習する機会

の提供や木の良さやその利用の意義を学ぶ活動である“木育”を推進し、国有

林においてもフィールドの提供や情報の提供、技術指導等を推進する。」とし

ています。 

このような状況から、当センターの果たす役割は益々高まってきています。

そのために、当センターが実施している活動を検証し、将来に向けて充実した

「森林環境教育」を実施するための考察を行ったので報告します。 

２ 具体的な取組 

  「森林環境教育」として次のとおり、子供から大

人まで幅広く実施しています。 

（１）幼稚園等・小学生を対象とした「森林教室」 

（２）一般を対象とした「森林カレッジ」 

（３）中学生を対象とした「職場体験」 

（４）中学・高校・大学生を対象とした「体験林業」 

（５）幅広い世代を対象とした「公募イベント」 

（６）協定団体による「協定イベント」 

３ 取組の結果 

（１）「森林教室」では、森林の働きや林業のありかた、地球温暖化などの環

境問題を学習し、丸太切りや森林観察等を体験することができました。

また、特別支援学校等からの要請を受けて実施しました。 

（２）「森林カレッジ」は年 4回実施し、森林・林業、環境について学習すると

ともに下刈や間伐等の作業を体験することができました。 

（３）「職場体験」では、当センターが実施している作業を通して森林・林業  

の重要性を理解するとともに、将来の職業を選択する際に“林業”に

興味を持つ機会を与えることができました。 

（４）「体験林業」では、高度な知識と森林・林業についての情報を提供し、

林業の発展に貢献する人材育成の場となっています。 

（５）「公募イベント」では、林業にかかわる作業で“楽しむ”ことにより、

森林・林業への関心を持っていただきました。 

（６）「協定イベント」では、年間を通してバラエティーに富んだプログラム

を提供しました。 

 
４ 考察・まとめ 

小学生が書いてくれた作文に、今まで森林や自然、環境に興味が無かった子

どもたちが森林教室を受けて、森林の働きを学び、丸太を切ったり体験するこ

とにより森林・林業に興味がわき、環境問題等について考えてくれました。 

また、中学生や一般の方が下刈や間伐の作業を体験しての感想は、非常にき

つくて体力と技術が必要な仕事であること、そして、林業を経営するうえでは

必要な作業であることを理解していただきました。 

このように、「森林環境教育」は、森林・林業に興味を持っていただき、学

び、体験し、理解して、一人一人がどのように取り組んでいくのかを考えてい

くことが重要だと思います。また、学校等からの要請等に応えるプログラムを

実施することで、より一層「森林環境教育」を充実できるものと考えています。 

平成 30年度実績 

  回数 人数 

森林教室 27 2,254 

森林カレッジ 4 82 

職場体験 5 26 

体験林業 2 13 

公募イベント 3 46 

協定イベント 41 1,270 
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 発表番号 １３ 

 希少猛禽類の生態系に配慮した林道工事について 

 

  福島県会津農林事務所 森林土木課 技師 半沢 竜馬 

 

１ 課題を取り上げた背景 

  イヌワシ、クマタカなど 10 種の猛禽類が当県レッド

リストにおける絶滅危惧種に指定されています。 

会津農林事務所では、林道大滝線（会津美里町）でイ

ヌワシの生息が判明した平成 4年より猛禽類保護の取組

を 5路線で実施しております。これは当県レッドリスト

が策定される前からの独自のものです。 

今回の発表では、施工地周辺の生態系に配慮した林道

の施工など過去20年以上の継続した取組事例を紹介し、

その効果についての検証内容を報告します。 

 

２ 具体的な取組 

  当事務所では環境省発行『猛禽類保護の進め方』等に基づき、次の取組を実

施しています。具体的には、①生息状況の１次検索、②生息状況のモニタリン

グ調査、③専門家を交えた保全措置の検討、④専門家の指導助言を元にした保

全対策です。 

①生息状況の１次検索では、県自然保護課が管理するデータベースから情報

を検索します。次に自然保護課の情報に基づき猛禽類が生息していると判断さ

れれば、②モニタリング調査を行います。こうした調査は専門知識を要するこ

とから、当事務所では工事に付随する業務として専門のコンサルタント会社に

委託し、工事が行われる路線について毎年実施しています。③専門家を交えた

保全措置の検討については、当事務所で毎年、前年度の結果を踏まえて５月下

旬に「猛禽類検討委員会」を開催してきました。今年度は猛禽類の専門家３名、

市町村の担当者、モニタリング調査受託者などが

一堂に会して工事が与える猛禽類への影響につい

て意見交換を行いました。④委員会での検討結果

を施工業者に共有し、保全対策を実践しています。 

 

３ 取組の結果 

 取組を始めて以来、委員会から調査結果の評価

を受けていますが、これまで工事が繁殖活動に影

響したことは確認されていません。留鳥であるク

マタカにおいても巣の放棄はなく、継続した繁殖

活動が確認されています。 

  工事内容の検証として、5 路線に生息するクマタカについて過去 20 年（9ペ

ア、合計 111件）の繁殖履歴のデータを分析しました。 

クマタカの繁殖に影響があると推定される範囲で工事を実施した 111 件のう

ち繁殖成功数は 37 回であり、繁殖成功率は 33.3％でした。これはクマタカの

自然界の繁殖成功率が 33.2％であることを考慮すると、当事務所の繁殖成功率

は有意に減少していないことが判りました。 

こうしたデータを猛禽類の専門家に提示したところ、継続したデータの蓄積

は学術的にみても貴重であり、猛禽類に配慮した施工の効果が着実に現れてい

るとの意見を頂きました。 

 

４ まとめ 

  本発表では、林道工事での猛禽類への配慮の具体的な取組事例を紹介すると

ともにその影響について検証しました。適切な配慮を行えば猛禽類の生態を脅

かすことなく林道工事を進められることを示す一つの事例となります。今後も

猛禽類と良好な関係を築く林道事業を展開したいと考えます。 

クマタカ 

保全対策（注意喚起） 
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 発表番号 １４ 

 民国連携「その先」を目指して。－シカ情報発信の取組から－ 

 

                       茨城森林管理署 地域林政調整官 菊池 毅 

 

１ 課題を取り上げた背景 

  公益重視の管理経営を目指した平成 25 年度の一般会計化から 6 年が経過す

る中で、プレスリリースや情報発信の重要性が増しており、とりわけ「民国連

携に係る業務」などは特に重要視されているところです。 

また、民国連携関係の研修では、一般的な「共同施業団地」等にとどまらな

い「その先」を目指すべきとの提言がありましたが、現実的には森林整備や林

業の現地検討会などには一般的なマスコミの関心は低く、様々な角度から情報

発信のあり方を摸索してきました。 
 

２ 具体的な取組 

  茨城県は全的的にも珍しいニホンジカ（以下、シカ）が生息していない県で

したが、平成 30 年 5 月、茨城新聞にシカがセンサーカメラに撮影された旨の

記事が掲載されました。（（国研）中央農業研究センター撮影） 

  同年 11 月には国有林でも撮影されたことを踏まえ、私自身が他県を異動し

てきた経験から、シカが生息することによる林業被害などへの様々な影響に危

機感を抱き、茨城県や公益社団法人茨城県林業協会と連携し、シカに関する情

報発信に取り組むこととしました。 

  平成 31 年 2 月、前述の三者共催により「森林・林業におけるニホンジカの

影響に関する情報発信」（以下、シカ情報発信）を水戸市内で開催。更に同年

6月、国有林関係機関で「八溝山周辺国有林ニホンジカ対策協議会」（以下、

協議会）を発足させました。 

 

 

３ 取組の結果 

   シカ情報発信は予想を超えた反響があり、新聞掲載やラジオでの報道、ネッ

ト関連ニュースでの配信のほか、テレビ局の取材もありました。 

  また、棚倉森林管理署で設立総会を開催した協議会への関心も高く、福島県

や栃木県、それに茨城県からもテレビ局や新聞などの取材があり、幅広くシカ

に関する情報を発信することができました。 

  また、県の動きとしては 7月に「福島茨城栃木連携捕獲協議会」が三県構成

で設立されるなど、シカ対策に対する機運が広域的に醸成されました。  
 
 

 

 

 

 

 

 
 

４ まとめ 
１．シカ案件がマスコミに大きく取り上げられたことで、一般の方々へ広く状況

を伝えることができました。また、以前に比べて取材機会が増えました。 

２．関係機関間における問題意識の醸成に資することができました。結果的に、

県がシカの情報提供を県民へ呼びかける契機になったようです。 

３．県関係部局や研究機関などとの情報共有のネットワークが構築できました。

12月にも森林・林業活性化セミナーにおいて講師を依頼しています。 

４．研究者から「シカが本格的に生息する前段で対策している唯一の県」と評価

がありました。現在、地域の協議会等を設立する方向で検討しています。 

５．民国連携の「その先」とは、特別な事を行うのではなく、国有林勤務等を通

じて得た経験などを踏まえ、地域の実情を勘案して構想することでした。 

「シカ情報発信」の様子 NHK NEWS WEB 等で報道 
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発表番号 １５ 

お幕場海岸防災林造成事業について 

下越森林管理署村上支署 一般職員 吉川 貴光 

           治山技術官 井上 賢 

 

１ 課題を取り上げた背景 

新潟県村上市の塩谷海岸に面した約

280haの松林は「お幕場」と呼ばれており、

この内、海岸線に接する約 175ha が国有林

で防風・保健保安林に指定されています。 

「お幕場」の国有林境界では高波等の浸

食によって、高さ 10m 程の浜崖が形成され

ており、既存の防風柵や植栽木が根元から崩れ落ちる被害が発生しました。 

浸食の要因は近隣に整備された防波堤による漂砂の流入阻害、海面上昇、台

風等によって発生した高波が砂浜を削り取るためと考えられています。 

 地域からの要望もあり、深刻な浸食被害に対して国土の保全対策が必要と判

断し、平成 27 年度から令和元年度の 5 年間で海岸防災林造成事業を実施しま

した。 

２ 防潮護岸の施工 

 国有林が浸食されている区間に対し

て、防潮護岸を施工しました。構造は、

複数の自然石とコンクリートで製作した

自然石被覆ブロックを法面に設置し、ブ

ロック上部の法面に植生シート工及び木

製鉄芯法枠工を施工し、最上部に丸太防

風柵を設置しています。自然石被覆工を採用した理由は、自然石を使用するた

め景観に馴染むことや波が自然石被覆ブロックの下に敷いた間
ま

詰
づめ

割栗
わりぐり

石
いし

層に浸

透することで洗堀量が抑えられる特徴がお幕場の海岸に適していたためです。 

３ 施工中の課題点 

① 自然石被覆ブロック製作ヤード：当初から使用していたヤードでは、ブロッ

クの必要数量の増加に伴い1度での製作が困難となりました。2度に分けて

の製作も検討されましたが工期・気象条件を考慮し、事業箇所の近隣地かつ

全ての数量が製作できる広いヤードを確保する必要がありました。 

② 波浪対策：初年度、作業中の施工箇所が

高波による浸水・浸食被害を受けた教訓

を生かし、大型土のう積工と異形
い け い

矢板
や い た

と

の一体的な波浪対策を講じました。 

③ 湧水：基礎コンクリート打設時に掘削し

た際、地山より湧水が発生したため、常

時排水ポンプを稼働させて施工を実施し

ました。 

４ 取組の結果 

防潮護岸設置箇所の浸食状況については、再崩落・浸食等の被害は確認され

ていません。また、景観については構造資材の大部分を木材と自然石がしめて

いるため、周辺の風景との調和が図られています。植生については、丸太防風

柵によって強風が遮られている箇所では下草が繁茂し、良好な環境に整いつつ

あると見受けられます。しかし強風や強い陽射しが降り注ぐ法面側の木製鉄芯

法枠内の植生は、生育がやや不良と見受けられるので、今後原因解明および対

策が必要になると考えています。 

５ まとめ 

海岸浸食による国有林への被害を防止するため、海岸防災林造成事業を実施

してきました。現在、防潮護岸の設置箇所では高波等に対して海岸の浸食防止

が図られています。今後、近年の異常気象や自然石被覆ブロックの経年劣化を

考慮し、経過観察していく必要があります。これからも地域住民や関係機関と

協力・連携し、引き続きお幕場の森林保全に取り組んでいきます。 

（写真－1）事業箇所 

（写真－2）防潮護岸 

（写真－3）施工箇所の波浪被害 
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  発表番号 １６ 

下刈期間及び林縁環境が木本類の侵入過程に及ぼす影響 

 

               森林技術・支援センター 森林技術専門官 須崎 智応 

 

１ はじめに 

 2016年に制定された森林・林業基本計画では、生産目的の人工林においても一

定の広がりにおいて、様々な生育段階や樹種から構成される森林がモザイク状に

配置される状態を目指し、森林における生物多様性の保全と木材の持続的利用の

調和を図るとしています。このような森林を造成するために、今後は高標高地帯

の針広混交林化のみならず、低標高地帯の林業地帯においても、植栽した針葉樹

と同時に造林地に侵入した有用な広葉樹を育てることで、多様な樹種によって構

成された森林を造成することも必要だと考えられます。そこで本課題はヒノキ90

年生の再造林地において、林縁近くで下刈期間を3年間とした場所、6年間とした

場所、広葉樹林下の林縁と林内にプロットを設置し、木本類の侵入過程を調査し

ました。これらの結果をもとに、皆伐後の再造林地において混交林化を目指すう

えで留意すべき点は何かを検討しました。 

２ 調査地 

 調査地は茨城県北西部に

位置する常陸大宮市、鷲ノ子

山国有林 45 林班は・へ・ね

小班です(図-1)。標高は380

～410m、傾斜約 30 度の南向

き斜面で、気候的に暖温帯か

ら冷温帯の移行帯にあたり

ます。1910年植栽のヒノキ人

工林は2000年に皆伐され、2002年にヒノキの再造林が行われました。この造林地

に 2002 年から 2007 年まで毎年 8月に下刈が行われましたが、広葉樹林に接する

10～20m の区画では 2005 年以降の下刈を省略しました。隣接する林地(45 は・へ

小班)は 1910～1911 年にかけてヤマトアオダモ、ケヤキが植栽され、現在は樹高

約15mのコナラ、ヤマトアオダモ、ヤマザクラが混交した林相となっています。 

３ 調査方法 

 下刈6年区と下刈3年区にそれぞれ10m×10mの調査区を設け、その中に斜面と

平行に 1m×10m のラインプロットを設置しました。また広葉樹林下の林縁区と林

内区に、それぞれ1m×10mのラインプロットを設置しました。調査は2005、2006、

2008、2010、2012年(それぞれ林齢4.5.7.9.11年生に相当)に行い、調査区内では

植栽木のヒノキを対象として樹高は各年の12月に測定し、ラインプロットでは植

生の調査を成長期末の9月に実施しました。 

４ 結果と考察(抜粋) 

 下刈6年区、下刈3年区ではコナラなど重力散布型樹種の移入は見られず、ヤマ

トアオダモなど風散布型樹種、カスミザクラなど鳥散布型樹種が更新しました。

11年生の時点で下刈6年区では、ヒノキ林冠と侵入広葉樹との階層の分化が明確

になっていました。下刈3年区のヒノキの平均樹高は下刈6年区よりも低く、侵入

した木本類がヒノキの平均樹高を上回る場所も見られましたが、それらはイヌザ

ンショウやヌルデなどの低木種でした。したがって今回の事例では、下刈の省略

は植栽木の成長を妨げたうえ、高木種の移入にも寄与しなかったと考えられま

す。林縁区では下刈3年区よりも樹高は低いが、重力散布型樹種や現在の林冠層

では低頻度の樹種を含む多様な前生稚樹群が成立していました。一方で林内区で

はイヌシデ、カヤなどの高木種が更新したが樹高は1mを超えず、林縁区とは異な

り前生稚樹が形成されない環境と言えます。以上の結果からヒノキと多様な広葉

樹からなる混交林を造成する手法として、再造林地における下刈の省略は効果が

低くいと考えられました。このため当初は通常の針葉樹一斉林の施業を進めなが

ら、多様性は林縁で確保し、高齢級化した段階で侵入した広葉樹を生かす施業を

実施する事が適切と考えられます。 
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発表番号 １７ 

シカ防護柵の破損リスク低減に向けた取組と課題について 
 

              国立研究開発法人森林研究・整備機構森林整備センター 
関東整備局 保護係長 田中 浩二 

分収林契約係 長柄 豊 
 

１ 課題を取り上げた背景 

  シカ等による食害は、年々増加傾向となっており、新たに植栽を行う際には

シカ防護柵の設置が不可欠となっていますが、これら防護柵の破損をいかに回

避するかが成否のカギであり、破損の一因である動物による干渉を軽減するこ

とが重要となっています。森林整備センター関東整備局では、森林総合研究所

と協力し、平成 27年から、柵を設置する区画を細かく区分し動物の通行を妨げ

ないことで破損を回避する「ブロックディフェンス」に取り組み、一定の成果

を得ているところです。今回は、この取り組み事例と課題について紹介致しま

す。 

 

２ 具体的な取組 

シカによる防護柵への干渉を避ける

ため、約 2ha の植栽地の全周を防護柵

で囲うのではなく小規模なブロックに

分け、動物が通行できる通り道を作り、

各々のブロック毎に防護柵を設置しま

した。また、落石等による破損を避け

るため、崖地形を回避したり、植栽

地の周囲の林縁木から距離をとるな

どの設置の工夫も同時に行いました。 
 

３ 取組の結果 

区分けしたブロックディフェンスに

設置したモニターカメラや現地踏査か

ら次のことが確認されました。 
①大きな破損箇所は確認されず、シカ

による食害を受けた木もありませんで

した。 
②通り道は、シカによる捕食がみられ

造林地に比べて植生が少なくなってい

ました。 
③シカが獣道を通りたがる様子が見られましたが、付近の通り道を通行する

ことが確認されました。 
 

４ まとめ 

   森林整備センターでは、これまでに群馬県、山梨県、静岡県においてブロッ

クディフェンスを実施しているところですが、動物による防護柵への干渉に対

しては有効な手段であることが確認されました。なお、ゾーンディフェンスに

比べて、防護柵の設置延長が長いため初期投資が高くなりますが、食害に伴う

再植栽等を考慮すれば、当初植栽時からブロックディフェンスを実施すれば、

経費はほぼ変わらずに食害リスクの低い山林が形成されると考えられます。ま

た、ブロックディフェンスは動物の通り道を固定し、誘導することが出来るた

め、くくりワナの設置など捕獲対策との連携も今後の課題として検討している

ところです。これまでの取り組みやブロックディフェンスの実証を踏まえ、【こ

われにくいシカ防護柵の手引き「ブロックディフェンス」への取り組み】を作

成しておりますので、皆様のご参考になれれば幸甚です。 （ブロックディフェンスの設置状況） 

（通り道の下層を補食するシカ） 
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 発表番号 １８ 
FSC 森林認証追加取得による浜松市林業成長産業化地域構想への支援 

 

                     天竜森林管理署 総括森林整備官 岩﨑 隆裕 

関東森林管理局計画課 課長補佐 原口 尉 

浜松市林業振興課 森林・林業グループ長 藤江 俊允 

１ 課題を取り上げた背景 

  浜松市では、森林･林業ビジョンを策定し、天竜美林の多面的機能の維持拡大

と林業・木材産業の成長産業化に向けて、林業再生のモデルとして林野庁が重

点的に支援する「林業成長産業化地域」の指定を受け、FSC認証制度に基づく持

続可能で適切な森林経営と官民連携による天竜材・天竜材製品の流通・販路拡

大に取り組んでいます。 

一方、関東森林管理局では、公益重視の管理経営を推進しつつ、林業の成長

産業化に貢献するため、生産性向上に関する現地検討会の開催、共同施業団地

の設定等、管内各地で民有林支援に積極的に取り組んでいます。 

その様な中、地域の森林の５割以上が FSC 認証林（以下、認証林）であり、

森林認証を軸に林業成長産業化を図る浜松市において、国有林の認証林面積の

拡大は、地域に密着する森林管理署の最大の責務と考え、今般、認証面積を拡

大したので、これまでの成果と今後の展望を報告します。 

２ 具体的な取組 

  浜松市では、平成 18年度に森林・林業ビジョンを策定。その中で FSC森林認

証の取得を推進し、天竜材のブランド化により他地域との差別化等を図ること

を掲げました。その後、同市の認証面積は年々増加し、現在では、民有林の５

割以上が認証を取得し、関係する森林所有者数は８千人に至っています。また、

素材生産業者、製材・加工業者等による COC 認証取得も 80 事業体に及んでお

り、市長のトップセールスをはじめ、官民が一体となって森林認証による天竜

材のブランド化に取り組み、全国屈指の FSC 認証材供給能力を発揮し、地産地

消はもとより、県外・国外への｢地産外商｣を推進等による林業の成長産業化を

図っています。最近では、東京オリンピック･パラリンピック関連施設に天竜の

FSC 認証材が提供されるなど認証材需要は今後も高まることが予想されていま

す。 

一方、大幅な増加傾向を辿っていた同市の認証面積も徐々に適地の奥地化や

急傾斜地の増加等により、認証林面積の拡大が頭打ちとなっており、近年では、

豪雨災害時の認証材の供給量不足などの課題もあるところです。 

天竜森林管理署では、その様な課題に対応し、浜松市の林業成長産業化地域

構想を支援するため、関東森林管理

局計画課と連携し、国有林約

3,000ha の追加認証に取り組みまし

た。（図-1：R1.12.31現在の認証林

面積 45,364ha）   

３ 取組の結果 

   天竜森林管理署による森林認証

の追加取得は、地域貢献の観点か

ら、国有林の認証林取得の優良事例

になり得るものとして林野庁からも評価され、1月 28日に開催された天竜林材

業振興協議会臨時総会において国有林約 3,000ha の追加認証が承認されまし

た。このことにより、これまで課題となっていた認証材の安定供給体制の整備

等、地域に貢献することができました。 

４ まとめ 

  FSC 認証制度については、県民や企業の理解が十分進んでいない現実があ

ります。天竜材利用拡大には制度の周知が不可欠であり、認証された世界基準

の森林から生産される認証材利用の意義への理解を関係者が連携して促進さ

せる必要があります。 

引き続き浜松市・局署・地域の関係者が連携し、FSC 認証を通じた天竜材の

他産地との差別化、高付加価値化等を図り、天竜材の需要拡大に取り組み、ひ

いては浜松市から林業の成長産業化を実現すべく努めてまいります。 

（図－1）FSC森林認証（FM認証）取得状況 
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 発表番号 １９ 

 ニホンジカ防除柵（斜張柵・縦張柵・金網柵）の比較検討 

 

                          群馬森林管理署 森林整備官 小澤 一輝 

 

１ 課題を取り上げた背景 

我が国では、人工林の確実な更新を妨げる障害としてニホンジカ（以下、シ

カという。）による苗木被害が全国的な問題となっており、その対策には防除

柵（以下、柵という。）が最も多く採用されています。柵はその素材や施工方

法によって防除効果・耐久性・必要コストが大きく異なりますが、試算が容易

な作設コストのみを比較して柵を選択しているケースが多く、点検補修や撤去

まで含めた総コストや防除効果を踏まえた定量的な評価が殆どされていませ

ん。そのため、今後、適切に柵の選択を行うためには、現在用いられている主

な柵について、総コストを分析し、防除効果と併せて評価する必要があります。 
 

２ 具体的な取組 

平成 30 年 11 月に、群馬県桐生市のカラマツ新植地（425 林班、9.77ha）を

保護するため、縦張型樹脂ネット柵（以下、縦張柵という。）と近年軽量化が

進められている軽量金網柵（以下、金網柵という。）を隣接して作設しました。

また、翌年 7 月には、同県みどり市のスギ新植地（450 林班、9.07ha）に縦張

柵、金網柵、斜張型樹脂ネット柵（以下、斜張柵という。）を作設しました。 

425 林班は平成 31 年４月～令和元年 11 月、450 林班は同年 8 月～11 月の期

間、毎月１回の柵点検・補修を実施しました。その際、防除効果を評価するた

めに、柵の補修箇所数、柵内のシカ痕跡の有無、柵内外の苗木被害の状況を調

査しました。また、作設、点検補修、撤去コストを試算するため、作設・点検

補修については功程調査を、撤去については作業に必要な人工の聞き取り調査

を事業体に対して実施し、これらの結果から、点検補修を 10 年（初期保育期

間）継続すると想定した場合の総コストを算出し、3種類の柵を評価しました。 

３ 取組の結果 

斜張柵及び縦張柵の補修箇所数は、金網柵より約 10倍多くなりました。これ

は金網柵で殆ど発生しなかった、動物の絡まりや流出土砂によるネットの緊張

が原因の破損が、斜張柵及び縦張柵では頻繁に発生したことに起因します。 

また、シカ侵入率（1点検あたりのシカ痕跡発見頻度の割合）も、斜張柵及び

縦張柵が金網柵より 10倍以上高くなり、その結果、柵内の嗜好性植物の殆どが

シカに採食されていました。ただし、毎月 1 回の点検補修をしたことで、令和

元年 11月時点の苗木被害率が柵外では 8割を超えましたが、柵内では全て 1割

以下に留まりました。これは、苗木より嗜好性の高い植物が豊富に生育する造

林地では、適切な点検補修によりシカの柵侵入圧を低位に保つことで、侵入率

の高い柵でも一定程度苗木を守ることが可能であることを示しました。 

コスト分析の結果、総コストが最も低くなる柵は斜張柵でした。ただし、斜

張柵が一定の防除効果を発揮するには、大きな点検補修コストをかける必要が

あることから、それが困難な条件下では金網柵を選択するのが望ましいです。 

 
４ まとめ 

本研究では、点検補修に適切なコストをかけたことで、取り上げた 3 種類の

柵については一定の防除効果を発揮しました。ただし、斜張柵及び縦張柵のよ

うな樹脂ネット柵へのシカの侵入率は非常に高く、本調査地よりシカの採食圧

が高い地域や苗木以外の嗜好性植物が少ない造林地においては、本研究と同じ

点検補修頻度（月 1回）では十分な防除効果を発揮できない可能性があります。 

柵の選択にあたっては、作設コストのみ着眼した判断ではなく、各造林地の

条件や実行可能な点検補修体制を踏まえて適切に実施することを推奨します。 

作設 点検補修 撤去 合計 作設 点検補修 撤去 合計
斜張柵 100 (n=4) 10 (n=60) 20.6 33.7 10.7 66.0 1.5 9.7 3.0 14.2
縦張柵 92 (n=12) 9 (n=120) 34.6 25.5 23.6 83.7 2.6 7.3 6.8 16.7
金網柵 8 (n=12) 3 (n=120) 41.5 4.7 25.6 71.8 5.7 1.3 7.5 14.5

表．各柵における柵内侵入率、苗木被害率（R元.11）及びコスト 

シカ
侵入率(％)

苗木
被害率(％)

費用（万円/100m） 人工（人日/100m）
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 発表番号 ２０ 

国と市町村の新たな関わり方 
～掛川市における森林経営管理制度の検討を通じて～ 

 

                   天竜森林管理署 掛川森林事務所 主事 石倉 悠裕 

 

１ 課題を取り上げた背景 

 昨年 4月の森林経営管理制度や森林環境譲与税の導入に伴い、森林・林業行

政において市町村の果たす役割は大きくなっています。当森林事務所が所在す

る掛川市においても、森林・林業、企業、教育、行政の代表者らで構成する「掛

川市森林経営管理推進協議会」を組織し、地域の実情に応じた森林経営の促進

や森林環境譲与税の活用について検討を行っているところです。 

 「民国連携の推進」は関東森林管理局の重点取組事項であり、森林管理署と

しても民有林行政へ積極的な関与が求められる昨今、新たな制度の実行体制

の構築に向けて動き出すタイミングであること、林野庁職員として民有林行

政を学ぶ絶好の機会であることから、森林総合監理士である天竜署長の指導

の下、協議会運営（ロジ）など民有林行政の支援に携わらせていただいたの

で、その活動内容について報告します。（協議会には森林技術指導官が別途オ

ブザーバー参加） 

２ 具体的な取組 

 掛川森林事務所と掛川市の連携にあたっては、天竜署長と掛川市産業経済部

長が面談を行い、支援内容を確認した上で、日常業務の傍ら可能な範囲で積極

的に掛川市農林課を訪問し、地域林政アドバイザー（林野庁 OB）等との打合せ

の中で森林管理署職員として自らが持つ森林・林業に関する専門的知識や技術

に基づく提案（写真－１）、技術支援を行いました。 

 （１）掛川市森林経営管理推進協議会で国有林の取組を紹介。（写真－２） 

 （２）掛川市森林整備計画の見直し、変更の提案。 

 （３）FSC認証森林（民有林）のモニタリング調査を支援。 

 （４）協議会主催の講演会や協議会メンバーが主催するイベントに参加。 

３ 取組の結果 

 協議会運営に関わることで森林経営管理制度や森林環境譲与税に関する民

有林行政の動向を知ることができ、国有林業務だけでは得られない経験を積む

ことができました。また、協議会等で多くの方と知り合い地域のネットワーク

を広げることができ、森林事務所での業務にも活かすことができました。さら

に、市職員との打合せ等による情報の共有により、国有林に対する要望等を直

接聞くことができ、森林管理署と市役所、お互いの役割や活動内容など地域の

森林・林業のビジョンについても日常業務の中で意識するようになりました。 
４ まとめ 

  日頃、「森林官」として、地域の国有林を管理していますが、今回の掛川市

との連携を経験し、地域全体の森林の整備・保全を通じて林業の成長産業化や

地域の活性化を考え、構想の実現に向けて地域の森林・林業関係者や市民代表

との合意形成を図り、具体的な取組を進めていくプロセスの重要性を認識しま

した。 
 市町村の林務担当者は少なく、地域の課題に対応するためには、制度や予算

を充実させるだけではなく、それぞれの地域において具体的な取組を考え、実

行していく人材が不可欠です。私たち現場の職員が「民国連携」の名の下に地

域貢献として日常的に業務支援を行うことは、国と市町村の新たな関わり方で

もあります。そして、そういった場面に若手職員が関わることで視野が広くな

り、モチベーションとスキルの向上につながるのではないでしょうか。 

（写真－１）市職員との打合せ （写真－２）協議会で国の取組を紹介 
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 発表番号 ２１ 

 新たな獣害防除資材「単木柵」の開発 

 

                           群馬県林業試験場 技師 坂和 辰彦 

 

１ 課題を取り上げた背景 

人工林獣害は、植栽初期から伐期まで継続して発生し、特に幼齢木ではニホ

ンジカ等から多くの獣害を受けます。獣害対策は、忌避剤散布やネット柵及び

単木防除資材の設置が主流です。しかし、忌避剤はシカによる樹皮剥ぎ、角擦

りにはほとんど効果がありません。

ネット柵は適切な管理を怠ると資材

破損が生じ、動物は容易に侵入しま

す。また動物が侵入すると全滅する

リスクもあります。既存の単木防除

資材は高コストであり、樹種によっ

ては一部資材による成長阻害も指摘

されています。 
このため、既存対策の欠点を改善

する新たな防除資材を試作し、これ

を「単木柵」として開発を行い、その

効果を検証しました（写真１）。 
 

２ 具体的な取組 

 経年劣化や破損、動物による噛み切りに強いワイヤーメッシュを利用し、単

木柵を試作しました。シカの生息密度が高いと思われる地域を試験地として選

定し、スギ、ヒノキ、広葉樹（コナラ等 4 種）を対象に単木柵を設置しました

（表）。各試験地は、単木柵設置区と設置なしの対照区を併設し、両者を比較

してシカ被害の防除効果を検証しました。 

 
表 試験地概要 

３ 取組の結果 

スギ、ヒノキでは、単

木柵を設置したものは

シカの被害をほとんど

受けず、単木柵の防除

効果が確認できました

（写真２及び３）。 
広葉樹では、柵の高

さである 1m 付近で食

害が発生しましたが、

柵の高さを 1.5m に改良した結果 1m を越える成長が見られました。一方で、主

軸が偏った成長をするモミジなどは、柵外に頂部が出てしまい食害を受ける傾

向が確認されたため、通直に成長する樹種が効果的であることが示唆されまし

た。 

４ まとめ 

単木柵によるシカ被害の防除効果が確認できました。１基の資材費は約 450

円と既存資材の半分程度でした。台風による倒木や、イノシシによる倒柵が全

体の 8％程度見られましたが、1基単位での設置のため、リスク分散が図れまし

た。管理手間もほとんど掛かりません。単木柵による成長阻害も現状見られま

せん。 

この防除法は、傾斜が緩い場所（20°以下程度）で、低密度な植栽地で特に

有効性が高いと考えます。今後様々な条件下での新植地が増えていく中で、有

効な獣害対策の選択肢の 1つになり得ると考えています。 

No. 設置箇所 標高 樹種 苗 植栽月 設置月 植栽本数 設置数

1 前橋市富士見町 603 スギ､ヒノキ コンテナ苗 H30.6 H30.6 100 70

2 下仁田町南野牧 697 スギ 裸苗 H30.5 H30.12 1,500 50

3 藤岡市上日野 842 ヒノキ 規格外大苗 H31.4 H31.4 25 20

4 前橋市富士見町 606 ヒノキ 規格外大苗 H31.5 H31.5 25 20

5 前橋市富士見町 700 広葉樹 裸苗 H30.4 H30.5 253 144

写真２ 単木柵設置区 写真３ 対照区 

写真１ 単木柵 
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 発表番号 ２２ 

 成熟した人工林の伐採によるイヌワシの狩り場の創出実験 

 

赤谷森林ふれあい推進センター 自然再生指導官 松井 琢郎 
日本自然保護協会 生物多様性保全部長 出島 誠一 

 

１ 課題を取り上げた背景 

イヌワシは、森林生態系における食物ピラミッドの上位に位置することか

ら、赤谷プロジェクトにおいてその繁殖成功率を生物多様性の豊かさの指標に

位置付けています。 

しかし、赤谷プロジェクトエリアに生息する一つがいのイヌワシは、2010

年から５年連続で繁殖に失敗していたことから、成熟した人工林を伐採して狩

り場を創出することにより、イヌワシの生息環境の質の向上を目指す取り組み

を 2014年から開始しました（図－１）。 

    

     

  

          図－１ 狩り場創出実験のイメージ 

 

２ 具体的な取組 

2014 年にイヌワシのハビタットの

質を向上させる森林管理手法の開発－

基本計画書を策定し、同年9月からモ

ニタリングを開始しています。2015

年秋に成熟した人工林約 2ha を伐採し

（図－２）、2017年秋と 2019 年秋に約 1haずつの人工林を伐採し、イヌワシ

の利用状況についてモニタリング調査を行ってきました。 

 

３ 取組の結果 

人工林伐採後、イヌワシは試験地で獲物

を探す行動が見られるようになり（図－

３）、試験地で狩りを行う行動も複数回観

察されました（図－４）。また、直接的な

効果であるかは明らかではありませんが、

伐採開始後の 2016年からの 4年間で 2回繁

殖に成功しました。 

 

４ まとめ 

全国で絶滅の危機にあり、繁殖成功率が低

下しているイヌワシの生息環境の質を向上す

る具体的な手段として、成熟した人工林を伐採することが有効であると考えら

れます。 

赤谷の森においては、引き続き、人工林を自然林に誘導する過程において、

イヌワシが狩りをする環境を創出するとともに、その効果についてモニタリン

グを継続し、全国へ発信します。長期的には、伐採した試験地を老齢林に誘導

し、継続的、安定的に、イヌワシが狩りをする環境を保全することを目指しま

す（自然林の壮齢林及び老齢林におけるギャップ面積の割合は、15%～20％と報

告されています（McCarty 2001））。 
 

 

（参考文献：McCarty,j.(2001) Gap dynamics of forest trees: A review with 

particular ateenntion to boreal forests,Enviromental Reviews,9,1-59 
図－２ 第１次狩り場創出試験地 
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伐採前 伐採１年目 伐採２年目

図－３ イヌワシが第１次試験地の上空で獲物 
を探す行動をした回数 

図－４ 皆伐した狩場創出試験地の獲物に 
向かって急降下するイヌワシ 
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テーダマツ林分状況 

コウヨウザン試験体状況 

 発表番号 ２３ 

 早生樹の利活用を考える 

 

             富士森林組合 事業部長  浅沼 憲太 

   掛川市森林組合 業務統括部長 尾崎 友昭 

 

１ 課題を取り上げた背景 

国内の森林資源が充実する中、製材をはじめとして、合板、集成材、CLT、

チップ用等への国産材需要が高まり、それに伴い全国的に素材生産量は増加傾

向にあります。一方、森林資源の循環利用に向けて主伐再造林の推進が図られ

ていますが、主伐後の再造林、下刈りなど保育作業に要する経費が大きいう

え、近年の獣害の被害は年々拡大していることから、ますます森林所有者の林

業経営への意欲が薄れ、思うように主伐が進まない状況です。 

このような中で、森林組合（山側）として、需要者が求める木材（樹種）を

将来に亘って供給するため、成長が早く短伐期で収益が得られる早生樹に着目

し、造林樹種として選択することが出来ないか、木材需要者の協力も仰ぎ、検

討することとしました。今回、いくつかの早生樹種について、企業や研究機関

（川中・川下）の協力を得て行ってきた 2年間の様々な試験状況を報告します。 

 

２ 具体的な取組 

検討した早生樹種：コウヨウザン・テーダマ

ツ・スラッシュマツ、ユリ、ホウ、カツラ他 

取組体制：静岡県内の森林組合・林べニア産

業株式会社・株式会社ノダ・静岡県森林・林業

研究センター・銘建工業株式会社・静岡県内製

材業者ほか 

取組の内容：〇海外視察…中華人民共和国における林業の生産的人工林の育

苗状況、林分生育状況、木材の活用状況を視察しました。 

〇国内の林分調査…静岡県や広島県の早生樹

の林分調査を実施しました。 

〇物性試験…静岡県内で伐採した早生樹（コウ

ヨウザン・テーダマツ・スラッシュマツ、ユリ、

ホウ、カツラ他）を試験体として、合板、構造

材、ラミナ材の強度試験および接着試験等を実

施しました。 

〇育苗試験・植栽試験…コウヨウザンをはじめとして、播種、挿し木による育

苗試験、山への植栽試験を行い、成長等を記録しました。 

〇造林プランニングと収支試算…早生樹を用いて短伐期で収穫した場合の収支

試算を行いました。 

 

３ 取組の結果 

様々な試験により、いくつかの早生樹の特性や傾向を掴むことができました。

樹種それぞれの育林上の課題や、材としての活用上の課題があり、今後も川上

・川中・川下の連携により、将来の活用が担保された樹種を選択し、連携しな

がら造林に取り組むことの重要性が分かってきました。 

 

４ まとめ 

様々な試験やプランニングの結果から、早生樹は材として有用であると同時

に、短い投資期間による保育作業の軽減や短伐期による収益アップ、萌芽更新

による再造林経費縮減などの今後の可能性がある樹種があることも分かり、加

えて利回りの良いことも分かってきました。このことは森林経営が難しい小規

模山林においても収益性の向上につながることを期待させます。 

今後も様々な検討を重ね、静岡県内での早生樹の将来について可能性を見出

し、経営意欲の低下した森林所有者に将来の希望を示し、持続可能な森林経営

を目指し、地域経済と社会に貢献したく考えています。 
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 発表番号 ２４ 
 ドローンは立木調査を省力化できるのか？～樹種判別と材積推定～ 

 

静岡県立農林大学校 林業学科２年 長嶋 航  

 

１ 課題を取り上げた背景 

森林管理署では、製品（丸太）販売業務において収穫調査の省力化が課題と

なっている一方で、ドローンを導入して森林管理業務の効率化を図っていま

す。そこで、静岡県森林・林業研究センター（以下、センター）の開発した、

ドローンを用いた収穫調査手法を実証することで、業務の省力化の可能性を検

討します。 

 

２ 具体的な取組 

調査地は、瀬尻国有林 880 ろ林小班（静岡県浜松市天竜区龍山町瀬尻）の

0.65 haです。センターの開発した収穫調査手法は以下の流れで行いました。

はじめに、ドローンを用いてプログラム飛行による空撮を行いました

（Phantom4 RTK、高度 100ｍ、ラップ率 85％、飛行時間 10 分）。次に撮影し

た画像からSfM-MVSという写真測量の技術を用いて3次元モデルを作成しまし

た。3次元モデルから、樹頂点を検出するアルゴリズムを用いて単木抽出を行

いました。その際に樹木検出アプリケーション（drone2cw）を用いました。一

方で、3次元モデルからオルソ画像を生成し、プログラムにて樹木単位で樹種

判別を行いました。プログラムは、センターが静岡県内のスギ・ヒノキ人工林

で収集したデータで作成したディープラーニングのモデルで、今回は、その正

解率を検証するために行いました。さらに、材積を推定するために現地調査を

行い、材積と、樹高・樹冠面積・樹種の関係を統計モデルとして表しました。

こうして得られた林分内に生育する樹木の樹種別の本数・材積を、森林管理署

の収穫調査データと比較して精度を検証しました。 

 

３ 取組の結果 

センターで開発したドローンによる収穫調査を行ったところ、総材積 326 m3

と計算され、毎木調査 341 m3に対して 4％の誤差がありました。総本数はドロ

ーンで 360 本に対して毎木調査 495 本で 27％の誤差がありました。ドローン

では下層木を検出できないため本数に大きな誤差が生じたと考えられます。ま

た、周囲測量図により範囲を決定しましたが、立木位置、周囲測量ともに位置

誤差があるため、集計範囲に含まれるか含まれないかで誤差が生じたと考えら

れます。樹種判別は、画像から確認した 358本のうち317 本（91.3％）で正解

が得られました。 

 

４ まとめ 

従来の方法による立木調査は 1.5人工（歩掛）であるのに対して、ドローン

による調査は、フライトと現地調査を合わせて 0.7 人工であり 50％以上の省

力化が可能と考えられます。今後は、現地調査が不要となる方法を開発し、更

なる省力化を目指します。 

表 ドローンによる収穫調査の本数および材積の精度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

樹種区分による立木の表示 

青：ヒノキ、赤：スギ 

樹種 データ 本数 材積（m3） 

ヒノキ ドローン 328(-26%) 287(0%) 

毎木調査 445 287 

スギ ドローン 32(-22%) 39(-17%) 

毎木調査 41 47 

合計 ドローン 360(-27%) 326(-4%) 

毎木調査 495 341 
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ポスター番号 ポスター発表課題名 発表者

1 システム販売における広葉樹専用物件の取組
福島森林管理署　主任森林整備官　佐藤匡

主事（資源活用）　石川喜規

2 大嘗宮施設へのスギ皮付き丸太の販売 天竜森林管理署　森林整備官　服部忠博

3 大江湿原におけるニホンジカ対策―地域協議会と連携した取組―
南会津支署　総括森林整備官　渡辺直也

主任森林整備官　齋藤定三

4 ニホンジカの低密度管理に向けて
赤谷森林ふれあい推進センター　自然再生指導官　玉井宏

日本自然保護協会　松井宏宇

5 高尾小下沢国有林でのニホンジカ進出状況 日本山岳会　高尾の森づくりの会　山崎勇

6
ポリネットで苗木を守れるか？

－農業用包装資材を使った低コスト化の取組－
群馬森林管理署　主任森林整備官　佐藤大

技術普及課　主事　小松玄季

7
棚倉森林管理署管内国有林におけるセンサーカメラを利用したニホンジカ

生息調査の経過報告
棚倉森林管理署　主事　山﨑朱莉

8 赤外線搭載ドローンを活用したニホンジカの生息調査について 山梨森林管理事務所　森林技術指導官　山田真二

9 造林地におけるシカ食害防護柵とくくりわなを併用した捕獲効率の検証 塩那森林管理署　主事　佐藤史佳

10 奥日光地区におけるカラマツ実生群の成因分析
日光森林管理署　主事（管理）　古田貴士

業務グループ　山本要

11 カラマツ低密度植栽試験 群馬森林管理署　森林整備官　小澤一輝

12
ICT技術活用の推進に向けて

UAV飛行によるオルソ画像取得に係るチェックリストの作成について
関東森林管理局　技術普及課　岩田悠里

13 「イヌワシの生息環境を保全するための森林施業」の経過と今後の展望 中越森林管理署　森林技術指導官　本田誠

14 山岳湖沼の食物網と陸上生態系の結びつき
山梨大学大学院　山岳科学特別教育プログラム

准教授　岩田智也

15 平成30年3月豪雨災害（大日沢）における復旧について 静岡森林管理署　主事　伊藤彰伸

16
森林放射性物質汚染対策センターの取組

～旧避難指示区域における林業再生のための実証事業を中心として～
森林放射性物質汚染対策センター　除染専門官　髙鷲淳一

事業第一係長　佐藤誠司

17
造林の低コスト化に向けた取組について

～若手職員による下刈り作業を省力化した造林地の検証～　その後
白河支署　総括森林整備官　山浦洋治

18
小笠原諸島世界自然遺産地域における外来種駆除後の

天然更新補助作業の取組のその後
小笠原諸島森林生態系保全センター　専門官　角﨑和夫

19 早生樹「コウヨウザン」の普及に向けた取組について
利根沼田森林管理署　森林技術普及専門官　竹之内政勝
群馬県林業試験場　森林科学係　独立研究員　中村博一

20
技術開発課題「クマ剥ぎ被害箇所でのヒノキアスナロ複層林への誘導」

4年目時点での報告
下越森林管理署　主事　山名一得

21
ダケカンバの時空間的集団遺伝動態の歴史の推定
－亜高山帯林における気候変動の影響予測－

筑波大学　　山岳科学センター菅平高原実験所
准教授　津田吉晃

22
みなかみユネスコエコパーク（ＢＲ）の取組

～自然と人の調和と共生を実現するモデル地域として～
みなかみ町　エコパーク推進課　課長　髙田悟

※発表課題名・発表者等につきましては、変更となる場合がございます。

令和元年度　関東森林管理局森林・林業技術等交流発表会　ポスター発表一覧
















































